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有所見率
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胸部Ｘ線 喀痰 血圧 貧血 肝機能 血中脂質 血糖 尿(糖)

尿(蛋

白）
心電図

項目別

全国 59.44 3.85 7.24 0.83 4.79 1.95 18.41 8.93 16.22 31.24 13.12 3.82 3.78 10.92

栃木県 63.28 3.35 7.07 1.53 5.44 1.14 21.73 9.28 18.70 34.13 14.85 4.04 3.51 11.66

宇都宮監督署 64.08 3.39 5.81 1.94 4.66 0.19 23.84 8.72 18.02 33.64 13.50 3.87 3.25 11.10
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15年 20年 25年 30年 令和1年 2年 3年 ４年 ５年 ６年

全国 47.29 51.28 53.02 55.51 56.99 58.51 58.68 57.54 58.94 59.44

栃木県 47.03 51.31 54.73 58.42 60.28 60.80 61.23 60.68 62.01 63.28

宇都宮署 46.95 49.81 55.89 57.66 59.80 60.60 61.04 59.68 62.16 64.08
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（％）

Ｈ３０までは５年ごとの推移       Ｈ３０以降は１年ごとの推移

2



栃木労働局

20年 30年 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

対象事業場 884 989 985 1,000 1,017 1,027 1,026 1,068

有機溶剤 受 診 者 数 16,134 17,007 16,335 17,057 17,208 18,797 18,491 18,366

有所見率 ％ 4.70 4.39 4.59 4.54 1.94 2.27 2.11 2.29

対象事業場 141 91 85 83 77 77 72 74

鉛 受 診 者 数 2,150 1,450 1,397 1,388 1,330 1,245 1,202 1,603

有所見率 ％ 0.70 0.34 0.14 0.00 0.08 0.48 0.33 0.26

対象事業場 217 654 672 706 912 1,116 1,150 1,243

特定化学物質 受 診 者 数 3,726 17,391 17,307 18,404 24,268 27,652 27,024 31,649

有所見率 ％ 1.72 1.81 2.61 2.34 1.61 1.60 1.52 1.47

対象事業場 170 180 169 167 309 173 191 194

電離放射線 受 診 者 数 4,438 5,165 4,698 4,836 4,469 5,660 5,719 5,809

有所見率 ％ 4.82 7.09 6.64 6.87 9.47 9.96 9.02 7.13

対象事業場 18 23 20 18 17 19 27 26

石　綿 受 診 者 数 299 259 193 21 22 115 242 268

有所見率 ％ 4.35 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.52

対象事業場 362 447 426 443 479 484 469 480

法定外健診 受 診 者 数 31,833 33,721 30,856 32,825 33,767 30,106 26,025 27,996

有所見率 ％ 10.55 6.03 5.46 8.24 7.03 8.27 9.38 11.65

対象事業場 1,792 2,384 2,357 2,417 2,811 2,896 2,935 3,085

受 診 者 数 58,580 74,993 70,786 74,531 81,064 83,575 78,703 85,691

注　1．各種健康診断結果報告書の集計結果による。

　　2．法定外健診は指導通達に基づく健康診断の合計数である。

    3．石綿に係る平成１０年までの健診結果は特定化学物質に含まれている。

特殊健康診断別有所見者数の推移

特殊健康診断別有所見者数の推移
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宇都宮 足　利 栃　木 鹿　沼 大田原 日 光 真　岡 局

対象事業場 277 84 298 86 135 61 127 1,068

受 診 者 数 4,929 975 4,610 1,121 3,613 511 2,607 18,366

有所見率 ％ 2.72 0.92 3.67 1.52 0.64 2.35 2.15 2.29

対象事業場 15 1 13 5 23 8 9 74

受 診 者 数 168 4 235 15 360 379 364 1,525

有所見率 ％ 2.38 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.26

対象事業場 309 79 372 125 140 70 148 1,243

受 診 者 数 7,494 1,586 8,164 2,056 3,395 563 6,507 29,765

有所見率 ％ 2.16 1.20 1.51 0.78 1.91 2.84 0.57 1.47

対象事業場 65 14 43 8 29 9 26 194

受 診 者 数 999 522 1,408 148 1,675 151 822 5,725

有所見率 ％ 7.71 1.53 3.91 10.14 8.60 4.64 12.41 7.13

対象事業場 15 3 4 0 1 0 3 26

石　綿 受 診 者 数 112 37 104 0 9 0 1 263

有所見率 ％ 3.57 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 1.52

対象事業場 117 27 140 40 47 20 89 480

受 診 者 数 4,959 1,342 6,076 1,061 2,567 530 11,461 27,996

有所見率 ％ 13.51 10.06 14.83 15.65 8.53 7.74 9.85 11.65

対象事業場 798 208 870 264 375 168 402 3,085

受 診 者 数 18,661 4,466 20,597 4,401 11,619 2,134 21,762 83,640

　注　　１　各種健康診断結果報告書の集計結果による。

　 　　　２　「法定外健診」は指導通達に基づく健康診断の合計数である。

電離放射線

法定外健診

合　　　計

　　　　栃木労働局

監督署別特殊健康診断有所見者状況　（令和６年）

特定化学物質

区　　　　分
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鉛
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特殊健康診断等対象事業場・受診労働者数の推移　

　　注　：　各種健康診断結果報告書の集計結果による。

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年 ５年 ６年

対象事業場 876 884 865 833 820 888 914 976 993 981 969 989 985 1000 1017 1027 1026 1068

受診者 14,356 16,134 14,687 14,092 14,155 14,063 14,636 15,574 15,044 16,250 16,436 17,007 16,335 17,057 17,208 18797 18491 18,366
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Ａ 有機溶剤対象事業場・受診労働者数の推移

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年 ５年 ６年

対象事業場 151 141 128 114 99 102 95 90 90 96 89 91 85 83 77 77 72 74

受診者 2,069 2,150 1,923 1,882 1,730 1,438 1,833 1,825 1,469 1,409 1,113 1,450 1,397 1,388 1,330 1345 1202 1,603
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移

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年 ５年 ６年

対象事業場 220 217 213 199 182 192 290 402 534 608 635 654 672 706 912 1116 1150 1243

受診者 3,416 3,726 3,276 3,395 3,280 3,736 5,954 8,287 12,50615,655 17,63417,39117,307 18,40424,268 27652 27024 31,649
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特殊健康診断等対象事業場・受診労働者状況の推移　

　　注　：　法定外は指導通達に基づく健康診断の合計数である。

19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年 ５年 ６年

対象事業場 350 362 383 355 368 380 375 412 417 414 426 447 426 443 479 484 469 480

受診者 26,03 31,83 29,55 29,05 27,76 31,45 33,70 31,88 32,68 34,21 32,31 33,72 30,85 32,82 33,76 30106 26025 27,99
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Ｆ 法定外対象事業場 ・受診労働者数の推移
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19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年 27年 28年 29年 30年 元年 2年 3年 4年 ５年 ６年

対象事業場 162 170 166 162 181 178 169 180 179 185 181 180 169 167 309 173 191 194

受診者 3,612 4,438 4,259 3,104 3,768 4,202 4,440 4,457 4,776 4,439 4,471 5,165 4,698 4,836 4,469 5660 5719 5,809
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Ｄ 電離放射線対象事業場・受診労働者数の推移

１９年 ２０年 ２１年 ２２年 ２３年 ２４年 ２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 元年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年

適用事業場 830 832 811 881 834 868 857 889 906 945 948 957 969 964 1,007 1,044 1,054 1,108

受診者 5,457 6,406 6,125 5,638 5,102 6,672 5,913 6,338 6,312 6,616 7,206 6,580 7,165 6,076 6,760 6,914 7,766 8,402
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栃木労働局

　　　　３　じん肺等は休業分のみ計上。

区　分 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年
構成比
（％）

負傷に起因する疾
病

48 62 71 76 67 62.6

物理的因子による
疾病

29 16 18 27 24 22.4

作業態様に起因す
る疾病

5 11 11 10 3 2.8

化学物質等による
疾病（がんを除く）

3 0 2 6 5 4.7

じん肺及びじん肺合
併症

4 4 7 2 1 0.9

上記以外のその他
の疾病

3 3 13 7 7 6.5

合　計 92 96 122 128 107 100.0

　注 　１　労働者死傷病報告による休業４日以上の疾病である。

　　　　２　疾病分類は労働基準法施行規則第３５条による。

　職業性疾病の分類別発生状況の推移　（令和元年～６年）
（新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く）
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栃木労働局

13 14 15

2 3 5 6 8 9 11 令

和

5

年

合

計

食料品製造業 2 (2) 1 3 2.8 7

繊維工業・衣服繊維製品 1 1 0.9

木材木製品・家具装備品 5

パルプ紙・印刷製本業 2 (2) 1 3 2.8 1

化　学　工　業 3 (1) 3 2.8 5

窯業土石製品 2 (1) 1 3 2.8 1

鉄鋼・非鉄金属製品 1 1 0.9 3

金属製品 1 1 2 1.9 3

一般・電気・輸送用・機械器具 4 (3) 1 2 1 1 9 8.4 6

電気・ガス・水道業・その他 2 (2) 1 1 4 3.7 3

製　造　業　小　計 16 (11) 6 1 2 3 1 29 27.1 34

1

6 (1) 2 1 9 8.4 7

6 (6) 1 1 8 7.5 14

1 (1) 3 4 3.7 2

12 (11) 4 2 2 20 18.7 24

20 (20) 1 1 3 25 23.4 28

3 (2) 1 1 5 4.7 6

1 (1) 1 0.9 2

2 (2) 4 6 5.6 10

合　　　　　　　計 67 55 22 2 3 5 1 7 107 100.0

構　成　比　　％ 62.6 (51.4) 20.6 1.9 2.8 4.7 0.9 6.5 100.0

令和 ５　年　合　計 76 (59) 1 23 3 6 1 3 6 2 7 128

　　　４　「左記以外のその他の疾病」については、業務に起因することが明らかな脳心疾患による疾病、精神障害等を含む。

　官公署・その他の事業

構
　
成
　
比
　
　
％

物理的要因による疾病1 　
左
記
以
外
の
そ
の
他
の
疾
病

　交通運輸業・貨物取扱業

　農林・畜産業

　商業・金融・広告業
　通信業・教育研究業

　保健衛生業

　建　設　業

　

（注）１　労働者死傷病報告による休業４日以上の職業性疾病を集計した。

　　　２　疾病分類は、労働基準法施行規則第３５条による。

　　　３　じん肺は、現在も労働者である者のみを計上した。

作業態様起因による疾病

　接客娯楽業

そ
の
他

　清　掃　業

　鉱　　　業

 職業性疾病の分類別・業種別発生状況　（令和６年）
（新型コロナウイルス感染症のり患による労働災害を除く）
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栃木労働局

じん肺健康診断実施状況等の推移

平成

元年
２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 １０年１１年１２年１３年１４年１５年１６年１７年１８年１９年２０年２１年２２年２３年２４年２５年２６年２７年２８年２９年３０年

令和

元年

令和

２年

令和

３年

令和

４年

令和

５年

令和

６年

従事労働者数 11,49 11,65 7,289 8,161 8,247 7,155 7,416 9,129 10,80 10,27 8,466 8,994 9,819 9,220 9,893 10,15 7,982 9,782 10,54 10,81 11,62 11,40 10,22 11,76 11,80 13,20 12,70 13,94 12,85 15,32 11,63 14,40 14,96 16,64 15,23 15,95

受診者数 5,410 4,996 4,450 5,287 4,765 4,612 4,168 4,476 5,837 5,533 3,937 5,083 4,536 3,877 4,861 4,806 4,656 5,704 5,457 6,406 6,125 5,638 5,102 6,672 5,913 6,338 6,312 6,209 5,882 6,534 4,888 6,076 7,867 8,009 7,766 8,402

対象事業場数 718 704 863 905 954 975 971 1,010 1,029 979 912 930 894 879 889 846 955 811 830 832 811 881 834 868 857 889 906 934 911 953 911 964 1,007 1,044 1,054 1,108

実施事業場数 387 365 306 324 333 289 275 308 379 393 365 405 399 389 417 427 389 446 439 480 456 466 374 466 439 498 512 538 507 536 371 518 581 599 602 656
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監督署別じん肺管理区分の決定状況

令和６年

宇都宮 計

404 1,108

202 855

207 656

3,402 15,955

1,469 8,402

1 5

2

1 7

1 7

0.1 0.1

注　1  じん肺健康管理実施状況報告及び局におけるじん肺管理区分決定件数である。

    2  上段は第１５条（随時申請）、１６条(特別申請)によるもので外数である。

    3  有所見率は随時申請を除く受診労働者に対する管理２以上の者の比率である。

定健受診労働者数

管理区分　Ⅰ

管理区分　Ⅱ

有所見率　　％

対象事業場数

報告書提出事業場数

健診実施事業場数

従事労働者数

管理区分　Ⅳ

計

管理区分　Ⅲ

管理区分　Ⅱ

以上　計
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事業場の規模
（人）

実施事業場数
（人）

在籍労働者数
（人）

受検労働者数
（人）

検査実施率
（％）

面接指導実施率
（％）

集団分析実施率
(％）

～４９人 49 1,925 1,528 79.38 0.46 79.59

５０～９９人 371 25,844 20,349 78.74 0.66 82.75

１００～２９９人 199 31,408 24,665 78.53 0.75 81.41

３００～９９９人 57 24,085 17,498 72.65 0.42 87.72

１０００人～ 7 22,815 10,924 47.88 0.50 85.71

全体合計 683 106,077 74,964 70.67 0.61 82.58

令和６年　規模別心理的な負担の程度を把握するための検査実施状況
宇都宮労働基準監督署
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～ 健 康 診 断 結 果 報 告 等 の 提 出  

忘 れ て い ま せ ん か ？ ～ 
 

 健康診断は実施したものの、その後、所轄労働基準監督署長への結果報告書等の提出がさ

れていない事業場が数多く散見されます。事業場によっては、毎年、監督署からの督促通知

がきてから提出すればよいと誤解されているところもあります。 

 健康診断の結果報告については、労働安全衛生法第１００条により義務付けられています。 

 この機会に、次の報告にもれがないか点検または準備をお願いします。 

 

 

  １ 定期健康診断結果報告書  〔報告義務は、労働者数規模５０名以上の事業場に限る。〕 

 

  ２ 有害な業務に係る歯科検診結果報告書 

 

３ 有機溶剤等健康診断結果報告書 

 

４ 鉛健康診断結果報告書 

 

  ５ 特定化学物質健康診断結果報告書 

 

  ６ 石綿健康診断結果報告書 

  

  ７ 電離放射線健康診断結果報告書 

 

  ８ じん肺健康管理実施状況報告 

〔 注）粉じん作業を行っている事業場にあっては、じん肺健康診断の実施の有無にかかわらず、毎年

１２月末時点のじん肺に関する健康管理実施状況を翌年２月末までに報告する必要がありま

す。〕 

 

  ９ 指導勧奨による特殊健康診断結果報告 

    〔紫外線赤外線・騒音・ＶＤＴ・振動等々の法定外健康診断〕 

 

※ 現在、上記報告書のうち〇を付けた報告書は、電子申請が原則義務化となっています。 

※ また、各報告様式は、厚生労働省ホームページよりダウンロードができます。 

 厚生労働省ＨＰ→政策について→分野別の情報→雇用・労働→労働基準→施策情報→安全衛生→安全衛生関係主要様式→各種健康診断結果報告書 

注）機械読み取り時に不具合が生じるため、印刷の際は、設定等に十分留意願います。 
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労働者死傷病報告の報告事項が改正され、

電子申請が義務化※されます
令和７年（ 2 0 2 5年）１月１日施行

事業主の皆さまへ

労働者が労働災害等による死亡し、又は休業したときには、事業者は所
轄の労働基準監督署に労働者死傷病報告を提出しなければなりません（労
働安全衛生規則第97条）。

今般、労働者死傷病報告の報告事項について、災害発生状況をより的確
に把握すること等を目的として、以下のとおり改正します。

※ 経過措置として、当面の間、電子申請が困難な場合は書面による報告が可能です。

①事業の種類
日本標準産業分類から該当する
細分類項目を選択してください。
（例）製造業＞食料品製造業＞水産食
料品製造業＞水産缶詰・瓶詰製造業

②被災者の職種
日本標準職業分類から該当する
小分類項目を選択してください。
（例）生産工程従事者＞製品製造・加
工処理従事者（金属製品を除く）＞
食料品製造従事者

③傷病名及び傷病部位
該当する傷病名及び傷病部位を
選択してください。
（例）傷病名：負傷＞切断

傷病部位：頭部＞鼻

④災害発生状況及び原因
５つの記入欄にそれぞれ記入し
てください。

電子申請に便利な入力支援サービスのご案内

主な改正内容

これまで自由記載であった①、②、③、⑤について該当するコードから選択できるようになり、
④については留意事項別に記入できるように記入欄が５分割されました。

①

②

③

④

⑤

※電子申請義務化に伴う略図の取扱いについて
従前の手書きでの作成とは異なり、イラスト等の
「略図」のデータを添付してください。「略図」
を手書き等で作成後、携帯電話等で写真を撮って
そのデータを添付していただいても構いません。

⑤国籍・地域及び在留資格
該当する国籍・地域及び在留資
格を選択してください。
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電子申請に当たっては、【労働安全衛生法関係の届出・申請等帳票印刷に係る入
力支援サービス】をご活用いたくことでスムーズに申請できます。

厚生労働省ポータルサイト「労働安全衛生法関係の届出・申請等帳票
印刷に係る入力支援サービス」は、企業の皆様が所轄の労働基準監督署
に行う届出の作成を支援します。

届出する帳票の作成・印刷のほか、ガイダンスに基づき入力した情報
をe-Govを介して直接電子申請することが可能です。

また、入力した情報はお使いの端末に保存できますので、作業の一時
中断や、再申請などの場合に再利用が可能です。

・都道府県労働局・労働基準監督署

電子申請に当たっては

労働安全衛生法関係の届出・申請等帳票印刷

に係る入力支援サービス
をご活用ください

＼スマートフォンからの電子申請も可能です／
入力支援サービスを活用した電子申請はこちらから▶

厚生労働省HPにリンクします

※ 令和７年１月１日より、労働者死傷病報告のほか、以下の報告も電子申請が義務化
されます。これらの報告にも、入力支援サービスをご活用ください。

◼ 総括安全衛生管理者/安全管理者/衛生管理者/産業医の選任報告

◼ 定期健康診断結果報告

◼ 心理的な負担の程度を把握するための検査結果等報告
◼ 有害な業務に係る歯科健康診断結果報告

◼ 有機溶剤等健康診断結果報告

◼ じん肺健康管理実施状況報告

14



（参 考） 労働安全衛生法等の規定に基づく健康診断等一覧 

 健康診断の種類 根 拠 条 文 対 象 業 務 等 実施時期 報告期日 

１ 定期健康診断 
安衛法第 66条 

安衛則第４４条 

常時使用する労働者（常時５０人以上の労

働者を使用する事業者のみ報告が必要） 

１年に１回（深夜業等の特

定業務は６月以内に１回） 

実施後 

遅滞なく 

２ 歯科健康診断 
安衛法第 66条 

安衛則第 48条 

塩酸・硝酸等、歯又はその支持組織に 

有害なガス、蒸気等発散する場所の業務 
６月以内に１回 

実施後 

遅滞なく 

３ 有機溶剤健康診断 
安衛法第 66条 

有機則第２９条 
有機溶剤を取り扱う業務 ６月以内に１回 

実施後 

遅滞なく 

４ 鉛健康診断 
安衛法第 66条 

鉛則第５３条 
鉛   業   務 

６月以内に１回（業務に

よっては１年以内に１回） 

実施後 

遅滞なく 

５ 特化物健康診断 
安衛法第 66条 

特化則第３９条 
特定化学物質を取り扱う業務 ６月以内に１回 

実施後 

遅滞なく 

６ 電離放射線健康診断 
安衛法第 66条 

電離則第５６条 

放射線業務に従事し管理区域に立ち入る

労働者 

６月（一部項目については３月）以

内に１回 

実施後 

遅滞なく 

７ 四アルキル鉛健康診断 
安衛法第 66条 

四アルキル鉛則第２２条 
四アルキル鉛業務 ３月以内に１回 

実施後 

遅滞なく 

８ 高気圧作業健康診断 
安衛法第 66条 

高圧則第３８条 

高 圧 室 内 業 務 

潜 水 業 務 
６月以内に１回 

実施後 

遅滞なく 

９ 石綿健康診断 
安衛法第 66条 

石綿則第４０条 
石綿を製造、若しくは取り扱う業務 ６月以内に１回 

実施後 

遅滞なく 

10 特殊健康診断 行 政 指 導 
紫外線・赤外線業務、騒音業務 

、ＶＤＴ作業等の３０種の業務 

６月以内に１回等指

針による 

実施後 

遅滞なく 

11 じん肺健康診断 
じん肺法第７条～第

９条の２ 

粉じん作業（過去粉じん作業に常時従事させ，現在粉じ

ん作業以外の業務を行う管理２・３の者を含む） 

管理区分により１～

３年以内に１回 

１年分を取りまとめ、

翌年 2月末までに※ 

12 

心理的な負担の程度を

把握するための検査

（ストレスチェック） 

安衛法第６６条の１０ 
常時使用する労働者（常時５０人以上

の労働者を使用する事業場に限る） 
１年に１回 

１年以内 

ごと定期に 

１．一般健康診断における「常時使用する労働者」とは？ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．定期健康診断結果報告書の記入上の注意点 

 パート労働者等の短時間労働者が「常時使用する労働者」に該当するか否かについては、平成５年１２月１日付け基発第

６６３号通達で示されています。その中で、一般健康診断を実施すべき「常時使用する短時間労働者」とは、次の①と②の

いずれの要件をも満たす場合としています。  

① 期間の定めのない契約により使用される者であること。なお、期間の定めのある契約により使用される者であっても、

更新により１年以上使用されることが予定されている者、及び更新により１年以上使用されている者（なお、特定業務従事

者健診（安衛則第４５条の健康診断）の対象となる場合は、６ヵ月以上使用されることが予定され、又は更新により６ヵ月

以上使用されている者）は対象となります。 

② その者の１週間の労働時間数が当該事業場において同種の業務に従事する通常の労働者の１週間の所定労働時間数の

４分の３以上であること。 

 上記の①と②のどちらも満たす場合、常時使用する労働者となりますが、上記の②に該当しない場合であっても、上記の

①に該当し、１週間の労働時間数が当該事業場において同種の業務に従事する通常の労働者の１週間の所定労働時間数の概

ね２分の１以上である者に対しても一般健康診断を実施するのが望ましいとされています。 

  定期健康診断結果報告書の裏面の他、次の事項についても注意して下さい。 

 ① 労働保険番号を健康診断結果報告書の「労働保険番号」欄に正確に記入して下さい。なお、本店等において一括して労

働保険を成立されている事業場は、「被一括事業場番号」欄にその整理番号を記入して下さい。 

 ② 「所見のあった者の人数」欄「健康診断項目」の「聴力検査」から「心電図検査」までのいずれかに有所見であった者

の人数を記入して下さい。（各項目健診項目の有所見者数を単純に合計した数ではありません）。したがって、1人の者が複数

の健診項目に所見があっても、その者の人 

   数は 1 人と数えて下さい。なお、具体的な有所見者数の判断が不明な場合は健康診断を受診した医療機関に確認して

下さい。 

 ③ 「医師の指示人数」欄要治療、要精密検査、生活指導等医師の指示があった者の人数を記入して下さい。なお、該当者

について不明な場合は、上記②と同様に各医療機関に確認して下さい。 
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2022（令和４）年10月１日から

歯科健診の結果報告が
すべての事業場に義務化されます

事業者の皆さま、健康診断機関・医療機関の皆さまへ

有害な業務に係る歯科健康診断結果報告書（新設）

 有害な業務※に常時従事する労働者に対し、事業者は歯科健康診断
の実施を義務づけられています。（労働安全衛生規則第48条）

 労働安全衛生規則が改正され、10月１日からは、常時使用する労働
者の数にかかわらず、すべての事業場に報告が義務付けられます。

各種健康診断結果報告書は、厚生労働省のウェブサ
イトに掲載しています。
ダウンロードしてご利用ください。

https://www.mhlw.go.jp/bunya/roudoukijun/
anzeneisei36/18.html

※有害な業務とは（労働安全衛生法施行令第22条第3項）
塩酸、硝酸、硫酸、亜硫酸、弗化水素、黄りんその他歯またはその支持組織に
有害な物のガス、蒸気または粉じんを発散する場所における業務

今回の改正で報告様式も変わります。10月１日からは新しい様式を使用してください。

変更点
 歯科健康診断結果の報告書様式が新たに
定められました。

 定期健康診断結果の報告様式からは、
歯科健診の記載欄がなくなります。

都道府県労働局・労働基準監督署
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労働安全衛生法に基づく
健康診断実施後の措置について
労働安全衛生法に基づく

健康診断実施後の措置について

● 健康診断実施後の措置
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● 健康診断の実施とその後の手順等

● 健康診断の種類
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参 照 条 文
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　このリーフレットに関する御質問につきましては、最寄りの都道府県労働局又は
労働基準監督署にお問い合わせください。 （2010.02）20



　
　

Ｈ30度 R1度 R2度 R3度 R4度 R5度 R6度

877
（9）

936
（6）

784
（7）

753
（6）

803
（9）

1023
（7）

1030
(11)

238
（1）

 216
（4）

194
（3）

172
（6）

194
（2）

216
（5）

241
(3)

254
（2）

253
（1）

205
（2）

173
（4）

218
（2）

247
（3）

255
(4)

82
（0）

86
（1）

 67
（0）

 57
（3）

54
（1）

58
（0）

67
(2)

（注）   本表は、労働基準法施行規則別表第１の２第９号の「業務に起因することの
明かな疾病」に係る脳血管疾患及び虚血性心疾患等（「過労死」等事案）につ
いて集計したものである。
　決定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

　
　

Ｈ30度 R1度 R2度 R3度 R4度 R5度 R6度

1820
（16）

2060
（8）

2051
（11）

2346
（11）

2683
（20）

3575
（25）

3780
(42)

465
（3）

509
（1）

608
（1）

629
（4）

710
（1）

883
（10）

1055
(5)

200
（1）

202
（1）

155
（8）

171
（1）

183
（1）

212
（4）

202
(4)

76
（2）

88
（0）

81
（1）

79
（0）

67
（0）

79
（1）

88
(2)

（注） 　決定件数は当該年度に請求されたものに限るものではない。

脳血管疾患及び虚血性心疾患等の労災補償状況

上段　　　　　　 全　国
下段（ ）内　　栃 木

脳・心臓疾患

請求件数

支給決定件数

うち死亡

請求件数

支給決定件数

精神障害等の労災補償状況

上段　　　　　　 全　 国
下段（ ）内　　栃木県

精神障害

請求件数

支給決定件数

うち、自殺
〔未遂も含む〕

請求件数

支給決定件数

年度
区分

年度
区分
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個人事業者等自身に対して、労働者と同一の場所において作業を行う場合に、①構造規格や

安全装置を具備しない機械などの使用の禁止、②特定の機械などに対する定期自主検査の実

施、③危険・有害な業務に就く際の安全衛生教育の受講などを義務付けることとしました。

労働安全衛生法及び作業環境測定法

改正の主なポイントについて

多様な人材が安全に、かつ安心して働き続けられる職場環境の整備を推進するため、個人事業

者等に対する安全衛生対策の推進や、職場のメンタルヘルス対策の推進などの措置を行う改正

を行いました。

個人事業者等の安全衛生対策の推進１

労働安全衛生法第３条第３項に規定されている注文者などへの注文時の施工方法や工期など

に対する配慮規定について、今回の法改正により、こうした規定が建設工事以外の注文者に

も広く適用されることを明確化しました。

（特定）元方事業者が混在作業場所において、自社及び関係請負人等に雇用されている労働

者の災害防止のために講ずべき必要な指導や連絡調整等の措置について、その対象が当該

労働者から個人事業者等を含む作業従事者に拡大されました。

また、政令で定められた機械等または建築物を他の事業者に貸与する者が災害防止のために

講ずべき措置について、個人事業者等に貸与する場合にも当該措置を講ずることとされまし

た。

労働者と同じ場所で働く個人事業者等を労働安全衛生法による保護の対象及び義務の主

体として位置づけ、注文者等や個人事業者等自身が講ずべき各種措置を定めました。

R8.4.1施行

個人事業者等の業務上災害が発生した場合には、災害発生状況などについて、厚生労働省に

報告させることができることとしました。

報告主体や報告事項などの報告の仕組みの詳細は今後、関連する法令等により示すこととし

ています。

R9.1.1施行

令和８(2026)年１月１日から段階的に施行※されます

※ 一 部 は 公 布 日 （ 令 和 ７ 年 ５ 月 1 4 日 ） に 施 行 済 み

（１）注文者等の配慮

（２）混在作業場所における元方事業者等への措置義務対象の拡大

（３）業務上災害報告制度の創設

R7.5.14施行

1

事業主 ・労働災害防止団体の皆さま

（４）個人事業者等自身への義務付け R9.4.1施行

24



製造メーカー
輸入業者

卸売業者

①ラベル表示
②ＳＤＳ交付

①ラベル表示
②ＳＤＳ交付

化学物質使用事業者
（ユーザー）

③①・②の情報を踏まえた危険性及び有
害性等の調査（リスクアセスメント）の
実施

④③の結果に基づく必要なばく露低減措
置の実施

※③、④は製造メーカー等でも実施

化学物質の譲渡・提供時における危険性及び有害性情報の通知（SDS：安全データシートの交

付）の履行確保のため、通知義務違反に対する罰則が新たに設けられるとともに、通知事項を

変更した場合の再通知が義務化されました。

公布後５年以内に政令で定める日から施行

公布後３年以内に政令で定める日から施行

化学物質管理の流れの例

作業場所管理事業者（仕事を自ら行う事業者であって、当該仕事を行う場所を管理するもの

をいいます。）に対して、その管理する場所において、自社または請負人の作業従事者のいず

れかが、危険・有害な業務を行う場合に、災害防止の観点から、作業間の連絡調整等の必要な

措置を講ずることが義務付けられました。

（５）作業場所管理事業者への連絡調整措置の義務付け R9.4.1施行

職場のメンタルヘルス対策の推進2

化学物質による健康障害防止対策等の推進3

ストレスチェックについて、現在当分の間努力義務となっている常用労働者数50人未満

の事業場においても、ストレスチェックや高ストレス者への面接指導の実施が義務付けら

れました。

国においても小規模事業者が円滑に制度改正に対応できるよう、50人未満の事業場に

即したストレスチェックの実施体制・実施手法についてのマニュアルの作成や、医師による

高ストレス者への面接指導の受け皿となる地域産業保健センター（地さんぽ）の体制拡充

などの支援を進めていきます。

（１）危険性及び有害性情報の通知制度の履行確保

ストレスチェック

高ストレス者

医師の面接指導

集団分析

職場環境改善

メンタルヘルス不調の未然防止

義
務 努

力
義
務

【ストレスチェック制度の流れ】

2
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3

危険な作業を必要とする特定機械等（ボイラー、クレーンなど）に対して義務付けられている製造

許可や製造時等検査などの制度について、

① 製造許可申請の審査のうち、特定機械等の設計が構造規格に適合しているかの審査につい

て、登録を受けた民間機関が行うことが可能となりました。

② 製造時等検査の対象となる機械のうち、移動式クレーン及びゴンドラについても登録を受け

た民間機関が検査を行うことが可能となります。あわせて、特定機械等の製造時等検査・性

能検査や、個別検定・型式検定について基準を定め、登録機関がこの基準に従って検査・検

定を行わなければならないこととされました。

※代替化学名等：当該成分の化学名における成分の構造または構成要素を表す文字の一部を省略・置き換えた化学名などを

言いますが、詳細な代替化学名等の表示方法などについては国が指針を定める予定です。

なお、非開示とできるのは成分名のみであり、人体に及ぼす作用、講ずべき措置等については非開示は認められません。

SDSについて、化学物質の成分名に企業の営業秘密情報が含まれる場合においては、有害性

が相対的に低い化学物質に限り、通知事項のうち成分名について、代替化学名等（※）での通

知が認められることとなりました。

なお、代替化学名等での通知を行った事業者は実際の成分名等の情報についての記録・保存

が義務付けられました。

また、当該事業者は医師が診断及び治療のために成分名の開示を求めた場合は、直ちに成分

名の開示を行うことが義務付けられました。

（２）営業秘密である成分に係る代替化学品名等の通知 R8.4.1施行

危険有害な化学物質を取り扱う作業場の作業環境に関して、その場所で働く労働者が化学物

質にばく露している程度を把握するために行う個人ばく露測定について、その測定精度を担

保するため、個人ばく露測定を作業環境測定の一部として位置づけ、有資格者（必要な講習を

受講した作業環境測定士など）が作業環境測定基準に従って行うことが義務となりました。

（３）個人ばく露測定の精度担保 R8.10.1施行

機械等による労働災害防止の促進等4

（１）特定機械等の製造許可及び製造時等検査制度の見直し R8.4.1施行

民間移管済今回新たに民間移管

①

②
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R7.6作成

「労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び

職業生活の充実等に関する法律」も改正されました

4

フォークリフトなどの一定の機械に対して義務付けられている特定自主検査について、基準を

定め、登録検査業者はこの基準に従って検査を行わなければならないこととされました。

また、フォークリフトの運転業務などの業務に従事するために必要な技能講習について、不正

に技能講習修了証やこれと紛らわしい書面の交付を禁止するとともに、不正を行った場合の回収

命令、欠格期間の延長が規定されました。

（２）特定自主検査及び技能講習の不正防止対策の強化 R8.1.1施行

高年齢労働者の労働災害防止の推進5

高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境の

改善、作業管理などの必要な措置を講ずることが事業者の努力義務となりました。

また、国において、事業者による措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定める

こととしており、事業者の方には、指針に基づいた取り組みを行っていただく必要があり

ます。

治療と仕事の両立支援の推進6

職場における治療と仕事の両立を促進するために必要な措置を講じることが事業者の努

力義務となりました。

また、国において、当該措置の適切かつ有効な実施を図るための指針を定めることとして

おり、事業者の方には、指針に基づいた取り組みを行っていただく必要があります。

R8.4.1施行

R8.4.1施行

改正安衛法等に係る特設ページ
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsu
ite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/an
zen/an-eihou/index_00001.html

安全衛生政策全般の紹介
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakuni
tsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukij
un/anzen/index.html
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働く高齢者の特性に配慮した安全な職場を目指しましょう

都道府県労働局・労働基準監督署 （Ｒ6．４）

エイジフレンドリーガイドライン
（高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン）

⚫ エイジフレンドリー補助金では、「エイジフレンドリーガイドライン」に基づき、高年齢労働者
（60歳以上）の労働災害防止に取り組む中小企業事業者の皆さまを支援しています。

⚫ 高年齢労働者の労働災害防止対策、労働者の転倒・腰痛防止のための専門家による運動指導等の実
施、労働者の健康保持増進に取り組む際は、エイジフレンドリー補助金を是非、ご活用ください。

エイジフレンドリー補助金

⚫ 経営トップによる方針表明と体制整備
経営トップが高年齢労働者の労働災害防止対策に取り組む方針を表明し、対策の担当者を明確化

します。労働者の意見を聴く機会を設けます。

⚫ 高年齢労働者の労働災害防止のためのリスクアセスメントの実施
高年齢労働者の身体機能の低下等による労働災害発生リスクについて、災害事例やヒヤリハット

事例から洗い出し、優先順位をつけて２以降の対策を実施します。

１ 安全衛生管理体制の確立

⚫ 身体機能の低下を補う設備・装置の導入（主としてハード面の対策）
身体機能の低下による労働災害を防止するため施設、設備、装置等の改善を行います。

⚫ 高年齢労働者の特性を考慮した作業管理（主としてソフト面の対策）
敏捷性や持久性、筋力の低下等の高年齢労働者の特性を考慮して作業内容等の見直しを行います。

２ 職場環境の改善

⚫ 健康状況の把握
雇い入れ時および定期の健康診断を確実に実施するとともに、高年齢労働者が自らの健康状況

を把握できるような取組を実施するよう努めます。

⚫ 体力の状況の把握
事業者、高年齢労働者双方が当該高年齢労働者の体力の状況を客観的に把握し必要な対策を行

うため、主に高年齢労働者を対象とした体力チェックを継続的に行うよう努めます。

    ※ 健康情報等を取り扱う際には、「労働者の心身の状態に関する情報の適正な取り扱いの

ために事業者が講ずべき措置に関する指針」を踏まえた対応が必要です。

３ 高年齢労働者の健康や体力の状況の把握

⚫ 個々の高年齢労働者の健康や体力の状況を踏まえた対応
  ・基礎疾患の罹患状況を踏まえ、労働時間の短縮や深夜業の回数の減少、作業の転換等の措置を講

じます。

  ・個々の労働者の状況に応じ、安全と健康の点で適合する業務をマッチングさせるよう努めます。

⚫ 心身両面にわたる健康保持増進措置

「事業場における労働者の健康保持増進のための指針（THP指針）  」や「労働者の心の健康の

保持増進のための指針（メンタルヘルス指針）」に基づく取組に努めます。

４ 高年齢労働者の健康や体力の状況に応じた対応

⚫ 高年齢労働者、管理監督者等に対する教育
労働者と関係者に、高年齢労働者に特有の特徴と対策についての教育を行うよう努めます。

 （再雇用や再就職等で経験のない業種、業務に従事する場合、特に丁寧な教育訓練を行います。）

５ 安全衛生教育

28



1

令和７年度（２０２５年度）版中小企業事業者の皆さまへ

◼ 高年齢労働者の労働災害防止のための設備改善や専門家による指導を受けるための経費の一部を

補助します。

◼ 高年齢労働者の雇用状況や対策・取組の計画を審査の上、効果が期待できるものについて、補助

金を交付します。全ての申請者に補助金が交付されるものではありません。

補助金申請受付期間 令和７年５月15日～令和７年10月31日

「令和７年度エイジフレンドリー補助金」のご案内

厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

一般社団法人 日本労働安全衛生コンサルタント会

安全衛生対策コース名 補 助 対 象 対象事業者

Ⅰ 総合対策コース

・補助率 ４／５
・上限額 １００万円（消費税を除く）

詳細は ３ ページ

・労働安全衛生の専門家によるリスクアセスメン

トに要する経費

・リスクアセスメント結果を踏まえた、優先順位

の高い労働災害防止対策に要する経費（機器等

の導入、工事の施工等）

・中小企業事業者（詳し

くは５ページ）

・１年以上事業を実施

していること

・役員を除き、自社の

労災保険適用の高年

齢労働者（60歳以

上）が常時１名以上

就労していること

・高年齢労働者が対策

を行う作業に就いて

いること

Ⅱ 職場環境改善コース

・補助率 １／２
・上限額 １００万円（消費税を除く）

詳細は ３ ページ

・高年齢労働者の身体機能の低下を補う設備・装

置の導入その他の労働災害防止対策に要する経

費（機器等の導入・工事の施工等）

熱中症予防対策プラン
詳細は ４ ページ

・熱中症の発症リスクの高い高年齢労働者の熱中

症予防対策に要する経費（機器の導入等）

Ⅲ 転倒防止・腰痛予
防のための運動指
導コース

・補助率 ３／４
・上限額 １００万円

（消費税を除く）

詳細は ４ ページ

転倒
防止

・労働者の転倒災害防止のため、専門家による身

体機能のチェック及び専門家による運動指導を

受けるために要する経費 （役員を除き、５人以上の

自社の労災保険適用労働者に対する取組に限ります）

・中小企業事業者（詳し

くは５ページ）

・１年以上事業を実施

していること

・役員を除き、自社の

労災保険適用の労働

者（年齢要件なし）

が常時１名以上就労

していること

腰痛
予防

・労働者の腰痛災害の予防のため、専門家による

身体機能のチェック及び専門家による運動指導

を受けるために要する経費 （役員を除き、５人以上

の自社の労災保険適用労働者に対する取組に限ります）

Ⅳ コラボヘルスコース
・補助率 ３／４
・上限額 ３０万円（消費税を除く）

詳細は ４～５ ページ

・事業所カルテや健康スコアリングレポートを活

用したコラボヘルス等、労働者の健康保持増進

のための取組に要する経費（役員を除き、自社の労

災保険適用の労働者に対する取組に限ります）

【注意事項】
・補助金の交付は１年度につき１回までです。また、過去に補助を受けている場合、同様の対策への補助は受けられ

ません。
・複数コース併せての申請はできません。
・コースごとに予算額を定めています。

・その他、交付申請や実績報告・支払請求の注意事項は２ページ５～６ページや、厚生労働省ウェブサイトをご確認

ください。

この補助金は、（一社）日本労働安全衛生コンサルタント会（以下「コンサルタント会」という。）が補助事業の実施
事業者（補助事業者）となり、中小企業事業者からの申請を受けて審査等を行い、補助金の交付決定と支払を実施します。

【注意】予算額に達した場合は、受付期間の途中であっても申請受付を終了することがあります
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動
指
導
等
、
コ
ラ
ボ
ヘ

ル
ス
等
）
の
実
施
、
完
了

⑥

事
業
者
が
支
払
請
求
書
類
を

提
出

⑦

補
助
金
確
定

⑧

補
助
金
交
付

■は事業者が実施します。■は事務センターが実施します。

★ ① 申請書類提出から③ 交付決定まで概ね２ヵ月を要します。十分な時間の余裕をもって申請してください。

約２カ月

職場環境改善コース、転倒防止・腰痛予防のための運動指
導コース、コラボヘルスコースの補助金申請の流れ

※ 原則として「リスクアセスメント関係」と「労働災害防止関係」について、それぞれ交付申請が必要です（それぞれ審査、
交付決定の手続があります）。

※ 補助金の支給請求（経費の精算）は、「⓬ 事業者が支払請求書類提出」の際に、「リスクアセスメント関係」と「労働災
害防止対策関係」の書類を一括して提出してください。なお、「⑥ 専門家がリスクアセスメント実施結果証明書を事業者
に発行」後に、労働災害防止対策関係の取組を実施しないことにした場合や、「❽ 審査」の結果、労働災害防止対策関係
の補助について不交付の決定をされた場合は、「リスクアセスメント関係」のみ補助金の支払請求（精算）を行ってくださ
い。

総合対策コースの補助金申請の流れ

■は事業者が実施します。 ■専門家が実施します。 ■は事務センターが実施します。

リスクアセスメント関係 労働災害防止対策関係 精算関係

①

事
業
者
が
交
付
申
請
書
類
を
提
出

（
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
実
施
計
画

や
経
費
の
見
積
等
を
添
付
）

②

審

査

③

交
付
決
定

④

事
業
者
が
業
者
に
発
注

（
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
関
係
）

⑤

専
門
家
が
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト

を
実
施
・
完
了

⑥

専
門
家
が
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト

実
施
結
果
書
を
事
業
者
に
発
行

❼

事
業
者
が
交
付
申
請
書
類
提
出

（
⑥
の
リ
ス
ク
ア
セ
ス
メ
ン
ト
結
果

を
も
と
に
、
労
働
災
害
防
止
対
策

の
実
施
計
画
や
見
積
等
を
添
付
）

❽

審

査

❾

交
付
決
定

❿

事
業
者
が
業
者
に
発
注

（
労
働
災
害
防
止
対
策
関
係
）

⓫

補
助
対
象
の
取
組
（
機
器
等
の
導

入
・
工
事
の
施
工
等
）
の
実
施
、

完
了

⓬

事
業
者
が
支
払
請
求
書
類
を
提
出

⓭

補
助
金
確
定

⓮

補
助
金
交
付

労働災害防止対策関係を実施しない

「リスクアセスメント関係」のみの精算を行ってください

労働災害防止対策関係が不交付決定

約２カ月約１カ月 必ず③の後に開始 必ず❾の後に開始

★ 総合対策コースの手続きは、
「リスクアセスメント関係」
と「労働災害防止対策関係」
の２つの手続きがあり、他の
コースより時間を要します。

①

事
業
者
が
交
付
申
請
書
類
を

提
出

④

事
業
者
が
業
者
に
発
注

必ず③の後に開始

※共通の注意事項※

・この補助金の交付を受けるためには、補助金の交付申請後、審査を経て「交付決定」された後に、決定に従っ
て取組を開始（専門家による指導、機器の購入、設備等の工事を発注）していただく必要があります。交付決
定日より前に取組を開始（発注）していた場合は、補助金をお支払いすることができませんので十分注意して
ください。

・また、交付決定を受けた取組のすべてが完了する前（着手時点など）に業者等に代金等を支払った場合（いわ
ゆる「前払い」）についても、補助金をお支払いすることができません。交付決定を受けた取組のすべてが完
了した後に業者に代金等を支払い、その上で、期限までに実施報告と補助金の支払い申請を行ってください
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◼ 60歳以上の高年齢労働者が安全に働くことができる環境の整備のため、高年齢労働者の身体機能の低下を補う

設備・装置の導入その他の労働災害防止対策に要する経費（機器等の導入や工事の施工等）を補助します。

（ウ） 熱中症防止対策

★ 熱中症防止対策については４ページをご確認ください。

●具体的には、次のような労働災害防止対策の取組が対象となります●

（ア） 転倒・墜落災害防止対策

◆ 作業場所の床や通路のつまずき防止のための対策(作業場所の床や通路の段差解消)

◆ 作業場所の床や通路の滑り防止のための対策

   （水場等への防滑性能の高い床材・グレーチング等の導入、凍結防止装置の導入）

◆ 転倒時のけがのリスクを低減する設備・装備の導入

◆ 階段の踏み面への滑り防止対策

◆ 階段への手すりの設置

◆ 高所作業台の導入（自走式は含まず。床面から２ｍ未満の物）

（イ） 重量物取扱いや介護作業における労働災害防止対策（動作の反動・無理な動作対策）

◆ 不自然な作業姿勢を解消するための作業台等の設置

◆ 重量物搬送機器・リフトの導入（乗用タイプは含まず）

◆ 重筋作業を補助するパワーアシストスーツの導入

◆ 介護における移乗介助の際の身体的負担を軽減する機器の導入

◆ 介護における入浴介助の際の身体的負担を軽減する機器の導入

◆ 介護職員の身体の負担軽減のための介護技術(ノーリフトケア)の修得のための教育の実施

（エ） その他の高年齢労働者の労働災害防止対策

◆ 業務用車両への踏み間違い防止装置の導入

★ 対象の高年齢労働者が補助対象に係る業務に就いていることが条件です。
★ 個人が着用する機器や装備（例えばアシストスーツ、体温を下げるための機能のある服等）の導入については、対

策に関わる高年齢労働者の人数分に限り補助します。
★機器を複数の作業場所で利用する場合でも、補助は機器を使用する高年齢労働者の人数分が上限となります。

Ⅱ 職場環境改善コース 【対象：60歳以上の労働者】

階段への手すりの設置

労働者の転倒災害（業務中の転倒による重傷）を防止しましょう 検索

（URL ttps://www.mhlw.go.jp/content/001101299.pdf ）

転倒防止対策
リーフレット

Ⅰ 総合対策コース 【 対象：60歳以上の労働者】

水場における防滑性能
の高い床材等の導入

従業員通路への
凍結防止装置の導入

滑りにく
いグレー
チング
の導入

アシスト
スーツの導入

移乗介助サポート
機器の導入

重量物搬送機器
の導入

◼ 60歳以上の高年齢労働者が安全に働くことができる環境の整備のため、労働安全衛生に係る専門家による、高

年齢労働者の特性を考慮したリスクアセスメントを受けるに当たって必要な経費と、その結果を踏まえ実施する

優先順位の高いリスクの低減措置（機器等の導入や工事の施工等）に要する経費を補助します。

• 高年齢労働者の具体
的な労働災害防止対
策が分からない。

• リスクアセスメント
の正しい実施方法が
分からない。

※専門家の要件は、厚生労働省ホームページに掲載しているQ&Aをご覧ください→

事
業
主

（ア） 専門家による、高年齢労働者の労働災害の防止のためのリ

スクアセスメントを受ける

（イ）（ア）のリスクアセスメント結果を踏まえた優先順位の高い

労働災害防止対策を事業者が実施する

補助対象となる取組

・（ア）及び（イ）の交付申請はそれぞれ必要です（詳細は２ページをご確認ください）。
・（ア）及び（イ）の実施は、それぞれの交付決定後に行ってください。
・（ア）のみを実施した場合も補助対象となります。

• 高年齢労働者の特性
に配慮したリスクア
セスメントを実施し、
その結果を踏まえた
優先順位の高い労働
災害防止対策を提案
します。

専
門
家

防滑性能
の高い床
材の施工
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職場環境改善コース（熱中症予防対策プラン）
【対象：60歳以上の労働者】

60歳以上の高年齢労働者が安全に働けるよう、暑熱な環境による熱中症予防対策として身体機能の低下を補う装

置（機器等の導入・工事の施工等）の導入に要する経費を補助対象とします

補助対象

◆ 屋外作業等における体温を下げるための機能のある服や、スポットクーラー等、その他労働者の体表面の冷却

を行うために必要な機器の導入

◆ 屋外作業等における効率的に身体冷却を行うために必要な機器の導入

→屋外作業等とは、屋外もしくは、労働安全衛生規則第606条の温湿度調整を行ってもなお室温31℃又は湿球

黒球温度(WBGT) 28℃を超える屋内作業場での作業をいいます。

（温湿度調整を行っても、室温31℃又は湿球黒球温度(WBGT)28℃を下回らないことを説明いただく必要があります。

例えば、炉があるため空間全体での温湿度調整ができない等の理由が考えられます）

【体表面の冷却を行うために必要な機器の具体例】

・体温を下げるための機能のある服や装備

・作業場又は休憩場所に設置する移動式のスポットクーラー（熱排気を屋外等へ逃がすことができるもの、標準使

用期間が５年以上のものに限る）等

【効率的に身体冷却を行うために必要な機器の具体例】

・アイススラリーを冷やすための専用の冷凍ストッカー

（－20℃程度のもの、最大は400Lまで）

※アイススラリー、スポーツドリンク、保冷剤等は対象となりません。

◆ 熱中症の初期症状等の体調の急変を把握できる小型携帯機器（ウエアラブルデバイス）に

よる健康管理システムの導入

（使用者本人のみに通知があるものではなく、通信機能により集中的な管理ができる

機能を備えるもの。なお、ウェアラブルデバイスは熱中症に関する異常を感知することを

目的とし、深部体温を推定できる機能を有するものに限る）

◆ 日本産業規格 JIS Z 8504 及び JIS B 7922 に適合した WBGT 指数計の導入

（１事業者につき１点まで）

Ⅲ 転倒防止・腰痛予防のための運動指導コース 【対象：全ての労働者】

◼ 労働者の身体機能低下による転倒災害や腰痛災害（行動災害）を防止するため、専門家（※）による身体機能の

チェック及び専門家による運動指導に要する経費を補助します（役員を除き、５人以上の自社の労災保険適用労

働者に対する取組に限ります）

補助対象となる取組

① 専門家を事業場に招き、対象労働者
に対する身体機能のチェック評価を
受ける

② 専門家が、①の 結果に基づき、対
象労働者に対して運動指導（対面指
導）を実施する

③ ②の効果の確認のため、専門家によ
る対象労働者の身体機能の改善等の
チェックを受ける。

※ 専門家とは・・・理学療法士、健康運動指導士、等

※注意事項※

・転倒防止、腰痛予防について、それぞれ申請様式が違います。また、
①の指定チェック項目も違いますので様式等をご確認ください。

・補助対象となる取組について、左記の①～③をすべて実施していただ
く必要があります。

・①や②を複数回実施する場合も補助対象となります。（例えば、①を
１回実施後、②を３回実施し、最後に③をした場合、全ての取組が補
助対象となります。）

・①～③の実施について、安全性を確保するため、専門家との対面によ
る実施に限ります（オンライン開催不可）。

・物品の購入（動画の作成を含む）は認められません。

・支払請求書類等を提出いただく際は、交付申請のとおり実施した証明
として、実施状況がわかる写真や身体機能のチェック結果の写し（10
名分）を提出していただきますので、実施の際は記録やそれらの記録
の紛失が無いように、ご留意ください。

事業主健診情報が保険者に提供されていることが補助の前提です
コース内容は、次ページへ

Ⅳ コラボヘルスコース 【対象：全ての労働者】
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補助対象となる取組 取組の詳細 備考・注意点

健康教育・研修等 健康診断結果等を踏まえた禁煙指導、メ
ンタルヘルス対策等の健康教育、研修等
※ メンタルヘルス対策は健康スコアリングレ

ポート等に基づく他の健康教育等とセットで
申請する必要あり

※ 腰痛予防を目的とした運動指導は別コース

・産業医、保健師、精神保健福祉士、
公認心理師、労働衛生コンサルタ
ント等によるもの

・専門家との対面による実施に限り
ます（オンライン開催不可）。

システムの導入 健康診断結果等を電磁的に保存及び管理
を行い、事業所カルテ・健康スコアリン
グレポートの活用等によりコラボヘルス
を推進するためのシステムの導入

・システム導入の初期費用のみ
・ＰＣの購入は対象外

栄養・保健指導 栄養指導、保健指導等の労働者への健康
保持増進措置

・健康診断、歯科健康診断、身体機
能のチェックの経費は対象外

・専門家との対面による実施に限り
ます（オンライン開催不可）。

コラボヘルス：医療保険者と事業者が積極的に連携し、明確な役割分担と良好な職場環境のもと、

労働者に対する健康づくりを効果的・効率的に実行すること。

事業者・労働者
（被保険者）

医療保険者

(協会けんぽ等)
健康診断実施機関

事業主健診情報の提供

事業主健診情報の提供

データ提供の依頼・同意等

・健康スコアリングレポートや
事業所カルテの提供

・健診情報を活用した保健事業の提供

申請に当たって必要な資料

①：医療保険者から提供される「健康スコアリングレポート」や「事業所カルテ」の写し

※１：申請企業・法人名の記載があるもの

※２：労働者数が少ない等で「事業所カルテ」等の提供を受けられない場合は、

健診結果を保険者に提供することについての、健診機関への同意書・契約書などを

提出いただく必要があります。詳細はＨＰをご確認ください。

②：取組内容がわかる資料

研修資料や、システムの詳細等を示した資料が必要です。詳細はＨＰをご確認ください。

【参考】対象となる中小企業事業者の範囲

業 種
常時使用する
労働者数 ※１

資本金又は
出資の総額 ※１

小売業 小売業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業 ５０人以下 ５,０００万円以下

サービス業
医療・福祉（※２）、宿泊業、娯楽業、教育・学習支援業、情報サー
ビス業、物品賃貸業、学術研究・専門・技術サービス業など

１００人以下 ５,０００万円以下

卸売業 卸売業 １００人以下 １億円以下

その他の業種 製造業、建設業、運輸業、農業、林業、漁業、金融業、保険業など ３００人以下 ３億円以下

※１ 常時使用する労働者数、または資本金等のいずれか一方の条件を満たせば中小企業事業者となります。
※２ 医療・福祉法人等で資本金・出資がない場合には、労働者数のみで判断することとなります。

交付申請書類受付期限 令和７年１０月３１日（当日消印有効）

支払請求書類受付期限 令和８年 １ 月３１日（当日消印有効）

「① 交付申請書類」「⑥ 支払請求書類」はエイジフレンドリー補助金事務センターのホームペー

ジからダウンロードしてください（申請書類の郵送やメール送付は行っておりません）

対象となる対策の具体例、補助の対象とならないもの等、詳細についてはホームページ内にある

Ｑ＆Ａにまとめていますので、申請前に必ずご確認ください

33



6

一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会

「エイジフレンドリー補助金事務センター」
（ホームページ https://www.jashcon-age.or.jp）

関係書類
送付先

（郵送の場合）

〒１０５－００１４ 東京都港区芝１－４－１０ トイヤビル５階
エイジフレンドリー補助金事務センター

交付申請書類は「申請担当」宛へ、支払請求書類は「支払担当」宛へお送りください

申請書類は郵送または宅配便で送付ください（メールでの申請はできません）
封筒に消印が確認できない料金別納・料金後納や、受付日の確認できない宅配便では

送付しないでください

お問合せ先

申請担当 支払担当

電 話：０３（６３８１）７５０７
ＦＡＸ：０３（６８０９）４０８６

電 話：０３（６８０９）４０８５
ＦＡＸ：０３（６８０９）４０８６

受付時間
平日１０：００～１２：００/１３：００～１６：００

（土日祝休み、平日１２：００～１３：００は電話に出ることができません）
＜８月１２日～８月１５日（夏季休暇）、１２月２９日～１月３日（年末年始）を除く＞

５.安全衛生教育

• 労働者と関係者に高年齢労働者に特有の特徴と対策についての教育を行うよう努めます。
(再雇用や再就職等で経験のない業種、業務に従事する場合、特に丁寧な教育訓練を行います。)

参考：職場改善ツール
「エイジアクション100」チェックリスト

参考：エイジフレンドリーガイドライン
(高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン)

ポイント

１.安全衛生管理体制の確立

• 経営トップ(社長など)が高年齢労働者の労働災害
防止対策に取り組む方針を表明し、対策の担当者
を明確化します。

• 高年齢労働者の身体機能の低下等に
よる労働災害発生リスクについて、
災害事例やヒヤリハット事例から
洗い出し、優先順位をつけて２以降
の対策を実施します。

２.職場環境の改善

• 身体機能の低下を補う設備・装置の導入等改善
を行います (ハード面の対策)

• 敏捷性や持久性、筋力の低下等の高年齢労働者
の特性を考慮して作業内容の見直しを行います
(ソフト面の対策)

３.高年齢労働者の健康や体力の状況の把握

• 事業者、高年齢労働者双方が当該高年齢労働者の
体力の状況を客観的に把握し、必要な対策を行う
ため、主に高年齢労働者を対象とした体力チェッ
クを継続的に行うよう努めます。

体力チェック例(転倒等リスク評価セルフチェック票) 

４.高年齢労働者の健康や体力に応じた対応

• 個々の労働者の状況に応じ、安全と健康の点で適
合する業務をマッチングさせるよう努めます。

• 「事業場における労働者の健康保持増進のための
指針（THP指針） 」に基づく取組に努めます。

• 集団及び個々の高年齢労働者を対象として、身体
機能の維持向上のための取組を実施することが望
まれます。
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令和７年度

SDS電子化
補助金

※補助金の執行状況等を踏まえ早期に終了又は延長することがあり得ます。 
　その場合はホームページでお知らせします。

申請期間：令和７年8月1日～ 令和７年11月30日

中小企業基本法における中小企業者
対象者

※補助金の詳細は、中災防ホームページをご参照ください。

https://www.jisha.or.jp/chusho/sds/

厚生労働省・中央労働災害防止協会

厚生労働省が公表した標準フォーマット形式による危険性・
有害性情報等（SDS）の出入力機能を有するシステムを
導入するための経費について、補助金が交付されます！

補助対象及び補助額概要

既存のシステムを次の①、②の基準に適合するように改修、買換等に要する経費及び、
①、②の基準に適合するシステムの新たな導入に要する経費
①以下のいずれかの読み込み機能を有し、判読可能なSDSとして復元する機能を有すること。
・ 電子化されたSDSデータ（SDSデータ交換フォーマット項目定義書（厚生労働省 令和７年３月31日公表）に対応してい
　るものに限る。）を読み込む機能
・ 紙又はPDFのSDSを読み込む機能

②SDSデータを電子化（SDSデータ交換フォーマット項目定義書（厚生労働省 令和７年３月31日公表）に対応しているも
　のに限る。）して出力する機能を有すること。（①で読み込んだデータを含む。）
　また、出力に際して労働安全衛生法に準拠していない場合に記入を促す機能等を有していること。　　
※同一申請者当たりの年度内交付上限：補助対象経費の１／２、ただし上限100万円（千円未満切捨て）

　また、リース契約及びライセンス契約、保守契約等の場合の補助対象となる経費は、事業実施期間中に支払われるものとします。
　この場合、複数年分を事業実施期間中に支払った場合には、補助実施年度を含め３年分（36か月分）が補助対象となります。
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交付申請から補助金交付までの流れ

令和７年度 SDS 電子化補助金交付申請書
（実施要領様式１）

補助対象に係る経費が明記されている見積書の写し
※見積書の有効期限等が申請年度のものに限る

誓約書（役員名簿を含む）（実施要領様式２）

令和６年度の労働保険料納付証明書
※令和６年度労働保険概算･増加概算･確定保険料申
告書の写し及び口座振替事実を現す書面｟通帳の写
し等｠でも可

申請対象システムの概要を記載した書面
※交付要領別表第 1 欄に掲げるシステムの基準に全
て適合していることを含む。

割賦計画書
※割賦契約者のみ。
様式は任意で可

申請書類について（提出書類）
①

②

③

④

⑤

⑥

令和７年度 SDS電子化補助金請求書
（実施要領様式５）

補助対象に係る経費が明記されている納品書・
請求書・領収書（又は銀行振込明細書の写し）

割賦契約書等及び割賦支払実績が証明できる領収
証書等の写し　※割賦契約者のみ

売買契約書 ( 写 )等

別途中災防より提供する電子情報を補助対象システ
ムで読み込みを行い、判読可能なSDSとして印字し
たもの

厚生労働省労働基準局安全衛生部化学物質対策課
が示すシステム導入に係るチェックシート

申請書類について（提出書類）

⑥

①

②

③

④

⑤

5.  システム導入・補助対象経費の支払い（交付決定通知日以後に導入したシステムのみが対象です。）
事業実施期間

お問い合わせ先
中央労働災害防止協会　SDS電子化補助金事務センター
住所：〒108-0014　東京都港区芝５-35-２
問い合わせ専用ダイヤル：03-6809-4774
随時情報を更新していますので、
詳しくは、中災防のホームページをご覧ください。
https://www.jisha.or.jp/chusho/sds/

  ［令和7年7月1日～］  平日9:00～17:00 （12:00～13:00を除く）

本リーフレットの内容は予告なく変更することがあります。   R7.6.20  Ver.1.0

１. 申請可能なシステムの基準の確認

２. 見積書の取得（＋割賦計画書）

３. 交付申請（書類の提出）
  国の補助金の電子申請システムである
　　jGrantsを使用して申請ください。
　　 jGrantsの利用にはGビズ ID（「Gビズ IDプライム」又は
　　「Gビズ IDメンバー」）が必要になりますので事前に取得してください。

　 期間：令和７年8月1日～令和７年11月30日

　 書類審査（約１か月）

　  交付決定（原則、申請の翌月末まで）

４.  交付決定通知の受け取り
  交付決定後、速やかに通知いたします。

6.  補助金請求書類の提出
  令和8年2月20日（金）当日到着分まで
  交付申請時と同様に
　　国の補助金の電子申請システムである
　　jGrantsを使用して提出ください。

　  書類審査（約１か月）

　  支給決定（原則、請求の翌月末まで）

7.  補助金の受け取り
  支給決定後、速やかに通知を行い、
　　請求の翌月末までをめどに指定の口座に振り込みます。

補助金請求手続編（導入後に請求が必要）

交付申請手続編（導入前に申請が必要）
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令和７年８月末現在、栃木県内では、労働災害による死亡者が前年より６人増加し、12 人と倍

増しております。昨年は、死亡労働災害が９月以降に多発し、10 年ぶりに 20 人を超えたことも

踏まえて、令和７年９月１日付けで、栃木労働局長は「死亡労働災害多発警報」を発令します。 
 

 

発令期間：令和７年９月１日～令和７年 12 月 31 日 

“２つ”の重点項目（詳細は裏面参照） 
〇 墜落災害対策  ：全業種で、昨年死亡災害が多発した「墜落」災害の対策の徹底 

〇 高年齢労働者対策：死亡災害の被災者の半数を占める高年齢労働者による労働災害の対策の徹底 

 

※令和６年９月から令和７年８月までの１年間で死亡者は２８人に上り、歯止めがかからない状態が続いています。 
注 釈 ： 発 生 し て か ら 数 か 月 後 に 死 亡 し た 等 で 、 確 定 値 を 月 別 で 見 る と 令 和 ６ 年 ８ 月 末 ま で の 件 数 が ８ 件 と な っ て い ま す 。

    
※今年の特徴は、業種や事故の内容に偏りが少ないものの、６０歳以上の労働者が約６割を占め多発しています。 
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栃木労働局・労働基準監督署 

死亡災害の推移 
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◎  本年の死亡災害の事例は、ＨＰをご覧ください。 

１ 墜落災害対策：昨年死亡災害が多発した「墜落災害」を防ぐために！ 

  （１）昨年 、墜落による死亡災害多発（２４人中９人）を受け、パンフレットを作成しております。ご活用ください。  

           

（２）身近な設備である「はしご」「脚立」からの墜落災害が業種問わず発生して 

おります。身近にあるからこそ、対策がされずに安易に使って災害に遭われ 

ています。リーフレットを参考にして、対策徹底してください。 

 

２ 高年齢労働者の労働災害を防ぐために！ 

（１）傾向： ６０歳以上の高年齢労働者の災害が死傷災害でも多く３人に１人 

の割合で発生しています。特に近年、高年齢労働者の雇用も増加しており、 

ベテラン労働者でなく、経験の浅い労働者も数多く（令和７年の６０歳以上の死 

亡災害７人のうち、経験３年以下が３人と４３％を占める。）被災しております。 

  

（２）対策： 高年齢労働者の安全と健康確保のためのガイドライン 

（通称：エイジフレンドリ―ガイドライン）を推進してください。 

 

ポイント！ 

① 身体機能の低下を考慮した作業配置（平衡感覚が必要な脚立作業を避ける等） 

② 熱中症対策として、のどの渇きに頼らない水分・塩分の補給や、冷房設備の活用、休憩時間の配慮 

（高年齢者が、脱水症状の自覚（発汗やのどの渇き等）がなく、手遅れになるケースも少なくないため） 

③ 身体機能の低下を補う設備・装置の導入（例えば、◎ 照 を上げ明るくすることで見やすくする、◎ 警報音等 

は聞き取りやすい中低音域の音へ変更、 ◎ 段差を減らす、 ◎ 階段などに手すりを設ける など） 

④ 再雇用や再就職等により経験のない業種や業務に従事する場合、特に丁寧な教育訓練を行う 

⑤ 作業者自身が、身体機能の低下によるリスクを自覚し、体力維持や生活習慣の改善に取り組むことも重要です 

 

（３）法改正：労働安全衛生法が改正され、令和８年４月１日より、高年齢労働者の労働災害防止対策の推進が努力義務

になります。この改正では、高年齢労働者の労働災害の防止を図るため、高年齢労働者の特性に配慮した作業環境

の改善、作業管理などの必要な措置を講じることを求めています。 

 

３ 硫化水素中毒による災害を防止するために 

  埼玉県 行田市のマンホール転落による死亡事故を繰り返さないために、栃木労働局 

長が各団体に要請書を交付しました。同種作業に加え、酸欠や硫化水素中毒のおそれが 

ある作業を行う場合には、この要請書を参考に対応を図ってください。  

 

10～20代
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13%

40代

14%50代

26%

60代以上

33%

年齢別：死傷災害
（R7.７末）
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令和７年８月末日現在 栃木労働局

年齢 事故の型

経験 起因物

50代
有害物等
との接触

30年 有害物

60代 飛来、落下

5年 木材、竹材

60代 飛来、落下

24年
ホイール
ローダー

30代 崩壊、倒壊

12年
その他の
構築物等

20代 激突され

6年 旋盤

40代 崩壊、倒壊

19年 クレーン

50代
はさまれ、
巻き込まれ

８年
乗用車、バ
ス、バイク

60代
はさまれ、
巻き込まれ

10年 トラック

80代
交通事故
（道路）

1か
月

トラック

60代
交通事故
（道路）

８年
乗用車、バ
ス、バイク

60代
はさまれ、
巻き込まれ

３年 コンベア

70
墜落・転落
（２ｍ未満）

３年 トラック

No.12
８月
７時台

土木工事業

　被災者が、スーパーのゴミ集積所において、ゴミ回収作業を行っ
ていたところ、パッカー車の後部回転板と押込板に両腕を巻き込
まれ死亡したもの。

　散水車のタンクに給水するため、被災者が散水車後部のステッ
プに両足をかけ作業していたところ、ステップから降りようとした際
にバランスを崩し、0.7ｍの高さから転落し、後日死亡したもの。

No.4
２月
９時台

その他
の事業

　被災者が、木製電柱（高さ８．６０ｍ）の撤去作業で電柱に登り、
地上から７．２５ｍの位置でワイヤーカッターを使用した電線の切
断作業を行っていたところ、電柱が地表面の部分で折れ、倒れた
電柱と共に地上に激突し、死亡したもの。

No.9
７月
13時台

窯業土石
製品製造業

　資材を運搬するため、被災者が市道をダンプカーで走行してい
たところ、国道に合流する信号機のないY字路交差点において、
国道を走行していたダンプカーの左前部に衝突し、死亡したもの。

No.10
８月
４時台

小売業
　被災者が、バイクで新聞配達をしていたところ、走行中にイノシ
シに衝突されたか、追突したため転倒し、死亡したもの。

陸上貨物
取扱業

No.11
８月
17時台

　トラックの後方で被災者が作業していたところ、使用しないため
垂直に跳ね上げていたローラーコンベアが何らかの拍子に倒れ、
ローラーコンベアの正面にいた被災者がローラーコンベアとトラッ
クとの間に挟まれ、死亡したもの。

土石採取業

No.8
７月
５時台

清掃・と畜
業

一般
機械器具
製造業

　長さ約３ｍ（径３ｃｍ）の加工材（鉄製で丸棒状）の先端部分を加
工するため旋盤にセットし、操作者が、旋盤の運転を開始し、回転
数を上げていたところ、加工材が、被災者の頭部を直撃し、死亡し
たもの。

　被災者が、原料砕石投入ホッパー内部において、シューターに
詰まった玉石を取り除こうとしていたところ、別のホイールローダー
運転者が、原料の砕石をホッパー内部に投入し、被災者が下敷き
となり、死亡したもの。

No.3
２月
10時台

No.5
３月
16時台

化学工業

木造家屋
建築工事業

土木工事業

教育・研究
業

令和７年　栃木県内における死亡労働災害発生状況

業種

No.7
６月
６時台

　従業員駐車場において、被災者が自家用車を停車後、ドライブ
レンジのまま降車し、当該車の前方に立った際に当該車が前進し
てきたため、当該車を人力で止めようとするも止められず、当該車
右前輪に頭部をはさまれ、死亡したもの。

No.
発生月
時間帯

No.6
６月
９時台

災害の概要

　ケーブルクレーンの設置工事において、上部鉄塔付近に動滑車
を固定するワイヤーロープを取り付ける準備作業をしていたとこ
ろ、上部鉄塔が倒れ、被災者に激突し、死亡したもの。

No.1
１月
11時台

　被災者が、バケツに入った廃液をコンテナに移す作業に従事し
ていたところ、何らかの理由でコンテナの上方にある開口部（直径
４０ｃｍ）からコンテナ中に転落し、死亡したもの。

No.2
２月
15時台

　木造２階建て住宅解体工事現場において、バックホウを用いて２
階部分の解体を行っていたところ、屋根部分からベニヤ板（縦９０
ｃｍ、横１８０ｃｍ、厚さ１２ｍｍ）が落下し、付近で廃棄物の分別作
業をしていた被災者の背中に直撃し、死亡したもの。
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1 □

2 □

3 □

4 □

5 □

6 □

7 □

8 □

9 □

10 □

11 □

12 □

13 □

実　施　対　策

要求性能墜落制止用器具を安全に取り付けるための設備等を設けること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（酸欠則第６条第２項）

酸素欠乏症・硫化水素中毒防止　チェックリスト

　汚泥などが溜まっているマンホール内などでは、酸素欠乏症・硫化水素中毒になるお
それがあり、濃度によっては、一瞬で命を落とす危険性があります。
　酸素欠乏症・硫化水素中毒の危険性がある場所（酸素欠乏危険場所、硫化水素中毒危
険場所は裏面参照）での作業を行う際は、以下の対策を確実に実施してください。
【酸素欠乏症・硫化水素中毒防止の濃度基準】
　酸素濃度を１８％以上　硫化水素濃度を10ｐｐｍ以下

現場管理者は、労働者に対し、作業計画や作業手順に基づいた明確な作業指示を行う
こと。

作業開始前に、空気中の酸素及び硫化水素濃度を測定すること。　（酸欠則第３条）

空気中の酸素濃度を１８％以上、硫化水素濃度を10ｐｐｍ以下に保つように換気
（※）すること。※マンホール等の内部が横に長大であるなど、換気が困難な場合
は、次の４の措置を講じること。　　　　　　　　　　　　　　　（酸欠則第５条）

換気が困難な場合は、送気マスク等の空気呼吸器を必ず使用すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（酸欠則第５条の２）

酸素欠乏症・硫化水素中毒により墜落・転落するおそれがあるときは、要求性能墜落
制止用器具（安全帯）を必ず使用すること。　　　　　　　（酸欠則第６条第１項）

硫化水素中毒の危険場所（裏面２の④の場所）における作業では、酸素欠乏・硫化水
素危険作業主任者技能講習を修了した者から酸素欠乏危険作業主任者を選任するこ
と。　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　（酸欠則第1１条）

空気呼吸器、要求性能墜落制止用器具及び当該器具の取付設備を使用する時は、作業
開始前に必ず点検し、異常を認めた場合は補修・交換をすること。（酸欠則第７条）

酸素欠乏症・硫化水素中毒の危険性がある作業に従事する労働者個々人の入退場を点
検表等により点検すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　（酸欠則第８条）

関係労働者以外を立入禁止とする表示を見やすい箇所にすること。（酸欠則第９条）

酸素欠乏症の危険場所（裏面２の①～③の場所）における作業では、酸素欠乏危険作
業主任者技能講習を修了した者から酸素欠乏危険作業主任者を選任すること。　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　（酸欠則第11条）

酸素欠乏症・硫化水素中毒等に関する特別教育を行った労働者を配置すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（酸欠則第１２条）

監視人の配置、または自動警報装置付きの測定機器による常時測定を行うこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（酸欠則第１３条）

☑

宇 都 宮 労 働 基 準 監 督 署
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宇 都 宮 労 働 基 準 監 督 署

【 参 考 】 

1. 酸素欠乏症・硫化水素中毒 

 ① 酸素欠乏 

   空気中の酸素濃度が１８％未満である状態 

② 硫化水素 

   空気中の硫化水素濃度が 10ｐｐｍを超える状態 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
２. 主な酸素欠乏・硫化水素中毒の危険場所 

 ① 長期間使用されていない井戸等の内部（酸欠） 

 ② 雨水や湧水などが滞留し、または滞留したことのある槽、暗渠、ピット、

マンホール等の内部（酸欠） 

 ③ 長期間密閉されていた鋼製タンク等の内部（酸欠） 

 ④ し尿、腐泥、汚水など、腐敗等しやすいものを入れてあり、または入れ

たことのある槽、暗渠、ピット、マンホール等の内部 

 上記以外にも危険場所はあります。労働安全衛生法施行令別表６をご参照ください。 

【注意事項】 

過去に発生した酸欠等の災害では、被災者を救出するために、十分な装備も

せずに酸欠危険場所に入っての「二次災害」が発生しています。 

酸素欠乏・硫化水素中毒危険場所の内部は大変危険な状態ですので、送気マ

スク等の保護具を着用せずに立ち入ることは絶対に避けてください！ 

（酸欠・硫化水素中毒） 

【酸素欠乏症】 【硫化水素中毒】 
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